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児童⽣徒数の減少に伴う加古川市北部の中学校統合問題 両荘地区で意⾒交換が⾏われる 
 
加古川市北部の児童⽣徒数
減少に伴い、中学校と⼩学
校の統廃合が必要であり、
そのための意⾒交換が⾏わ
れるとのニュースが神⼾新
聞で報じられた。加古川市
の 北 部 で は ⼈ ⼝ 減 少 が 進
み、さらには⾼齢化が進ん
で若い世代⼈⼝の急激な減
少が起こる、ということである。 
 
実際にそうであるかを、若⼲の資料を紐解くことにより確認してみることとした。なお、両
荘地区とは上荘町と平荘町を合わせて呼ぶときの⾔い⽅である。 
 
加古川市の⾏政は、加古川市をはっきり
と３つのエリアに分けている（加古川市
総合計画 2016-2020）。臨海部は⼯業と
⽔産業、南部および中央部は居住地区、
そして北部は⽥園環境地区である。 
 
今回、ニュースで取り上げられているの
はこの北部である。⽥園環境を守るため
に、この地区は市街化調整化区域に指定
され、外部からのこの地域への⼈⼝流⼊
（移住）は厳しく制限されている。具体
的には、同じ⼩学校区内の⼈でなけれ
ば、この地区内の住宅地を購⼊すること
はできないというものである。その結
果、就職等で都会に出ていく⼈はある
が、この地区に流⼊してくる⼈は少な
い、ということになる。 



問題の加古川市北部がどのあたりであるかを⽰したのが下の図である。加古川市の中でも
広⼤な⾯積を占めていることがわかる。 
 

 
加古川市にある学校を⽰した。問題となっているのは、⼭⼿中学校区、両荘中学校区、神吉
中学校区、そして志⽅中学校区である。 
 

 



次に、加古川市の町ごとの世帯数と⼈⼝の変化を、加古川市の資料に基づき⽰した。上でも、
この４中学校区は加古川市北部の市街化調整区域にあり、⼈⼝の増加が⾒込めないこと、そ
して、この４中学校区がある町の⾯積は加古川市において⼤きな⾯積割合を占めることを
述べた。実際の数値は、⾯積で加古川市の 62.5％を占め、平成 30 年１⽉１⽇時点の推計⼈
⼝で 17.2%を占める。 
 

 
 
この４中学校区の⼈⼝変化を、平成 15 年を 100 として⾒たのが下表である。４中学校区の
多くの町で⼈⼝減少が進んでいることが分かる。この⼈⼝減少に伴い、住⺠の⽼齢化、若年
層⽐率の低下が起こっていることは⾔を俟たない。 
 

 

 
 



 
 
最後に私の素朴な疑問である。 
 
中学校を統合すれば学区が⾮常に広がることになる。通学に時間がかかることは想像に難
くない。義務教育の公⽴中学において、通学にかかる時間に関する何らかの取り決めはない
のだろうか？ ⾃転⾞で通学できる⽣徒はまだよいかもしれないが、⾃転⾞に乗れない⽣
徒も少なからずいることは確かである。このような⽣徒は公共交通機関を利⽤して学校ま
で通うことになるが、⼈⼝密度の低い市街化調整化区域においてはその便数は⾮常に少な
い。加古川市がスクールバスを運⾏するつもりがあるのか？ 経費削減を⽬的に中学校の
統廃合を考えているならば、スクールバスの運⾏はこの趣旨に反することになる。 
 
新聞の⾒出しに「⼩中⼀貫校視野」とあるが、これは⼩学校も統廃合するものと読み取れる。
こちらは⾃転⾞に乗れるとは限らないし、加古川市北部の幹線道路には歩道がない場合が
多い。通学地獄に陥る⼩学⽣が多数であるものと思われる。 
 
⼩学校では教師はすべての学科を教える。それに対して中学校では教師は⾃分の専⾨のみ、
多くの場合１教科のみを教える。なぜ中学校の教師は１教科しか教えられないのか？ 不
思議である。⾼校で学び⼤学受験をも乗り越えた秀才たちが１科⽬しか教えられないはず
はない。中学の教師もマルチタスク化（多能⼯化）すれば、加古川市の考えている経済的難
儀を乗り越えられる可能性がまだある。 
  
 
 
 
 
 
 


